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   府中市附属機関の設置等に関する条例（抜粋） 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、法律又は他の条例に定めるもののほか、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、府中市長又は府

中市教育委員会（以下「市長等」という。）の附属機関を設置し、その組織及び

運営に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 （設置） 

第２条 市長等の附属機関として、別表名称の欄に掲げる機関を置く。 

２ 前項に規定するもののほか、市長等は、府中市規則又は府中市教育委員会規

則（第９条において「市規則等」という。）に定めるところにより、設置期間が

１年未満の附属機関を置くことができる。 

 （所掌事務） 

第３条 前条第１項に規定する附属機関は、市長等の諮問に応じて、それぞれ別

表所掌事項の欄に定める事項について、調査審議するものとする。 

 （委員の定数） 

第４条 第２条第１項に規定する附属機関の委員（臨時委員及び専門調査員を除

く。次条において同じ。）の定数は、それぞれ別表委員の定数の欄に定めるとお

りとする。 

（委員の任期） 

第５条 第２条第１項に規定する附属機関の委員の任期は、それぞれ別表委員の

任期の欄に定めるとおりとし、再任されることを妨げない。ただし、委員が欠

けた場合における補充の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （臨時委員及び専門調査員） 

第６条 市長等の附属機関に、特別の事項を調査審議させるため必要があるとき

は、臨時委員を置くことができる。 

２ 市長等の附属機関に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門

調査員を置くことができる。 
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３ 臨時委員は第１項の規定による特別の事項の調査審議が終了したとき、専門

調査員は前項の規定による専門の事項の調査が終了したときに、解任されるも

のとする。 

 （部会） 

第７条 市長等の附属機関は、その定めるところにより、部会を置くことができ

る。 

 （秘密保持義務） 

第８条 市長等の附属機関の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。

その職を退いた後も同様とする。 

 （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、市長等の附属機関の組織及び運営に関し

必要な事項は、市規則等で定める。 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年１２月

府中市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１指定管理者候補者選定委員会委員の項の次に次のように加える。 

障害者等地域自立支援協議会委員 日額   ８，０００円 

 

別表（第２条～第５条） 

１ 府中市長の附属機関 

府中市障害者等地域自立

支援協議会 

障害者及び障害児への支援の体制の整備に

関する事項その他市長が必要と認める事項 

１８人以内 ２年 

 

※  別表については、府中市障害者等地域自立支援協議会に関係する部分を抜

粋しています。 
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